※証明願〔提出部数　１部〕

証明願
申請年月日 →　令和○年○月○日

関東信越厚生局長　殿

↑

個人名は不要　　　　　　　　　　　　　　○基第○○○号 ← 基金番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒○○○‐○○○○

東京都○○区○○町○○番○号

· ○　厚生年金基金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　○　○　○　○　　

下記の厚生年金基金は、公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第６３号。以下「平成２５年改正法」という。）第１条の規定による改正前の厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号。以下「改正前厚生年金保険法」という。）第１１１条第１項の規定により設立されたものに相違なく、平成２５年改正法附則第５条第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第１０８条に規定する法人であることを証明願います。

目　的　　○○○　のため　　←具体的に明記する
提出先　　○○○○　　○部　←提出先が複数ある場合は列挙
　　　　　　　　　　　　　　提出先毎に必要部数を記載する
　　（例　○○銀行○○支店　３部）

　　（例　○○税務署　　　　２部）

記

　　　　　　　　　　　　東京都○○区○○町○○番○号　←　規約の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○　○　厚生年金基金　（規約に建物名等の記載が
　　　　　　　　　　　　　理事長　○　○　○　○　　　　ない場合は記載しない）
※法人証明書〔提出部数　必要部数＋厚生局控１部〕

法人証明書
目　的　　○○○　のため　　←具体的に明記する
提出先　　○○○○　　　←１件ごとに作成（必要部数の記載不要）
（例　○○銀行○○支店）

記

東京都○○区○○町○○番○号　←　規約の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　○　○　厚生年金基金　　（規約に建物名等の記載が
　　　　　　　　　　　　　理事長　○　○　○　○　　　　ない場合は記載しない）
上記の厚生年金基金は、公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第６３号。以下「平成２５年改正法」という。）第１条の規定による改正前の厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号。以下「改正前厚生年金保険法」という。）第１１１条第１項の規定により設立されたものに相違なく、平成２５年改正法附則第５条第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第１０８条に規定する法人であることを証明する。

令和　　年　　月　　日　←日付は入れない
関東信越厚生局長　　　　　
※証明願〔提出部数　１部〕

証明願
申請年月日 → 令和○年○月○日

関東信越厚生局長　殿

↑

個人名は不要　　　　　　　　　　　　　　○基第○○○号 ← 基金番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒○○○‐○○○○

東京都○○区○○町○○番○号

· ○　厚生年金基金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表）清算人　○　○　○　○

下記の厚生年金基金は、基金解散認可後においても、公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第６３号。以下「平成２５年改正法」という。）第１条の規定による改正前の厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号。以下「改正前厚生年金保険法」という。）第１１１条第１項の規定により設立されたものに相違なく、平成２５年改正法附則第５条第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第１４６条の２に規定する法人であることを証明願います。

目　的　　○○○　のため　　←具体的に明記する
提出先　　○○○○　　○部　←提出先が複数ある場合は列挙
　　　　　　　　　　　　　　提出先毎に必要部数を記載する
　　（例　○○銀行○○支店　３部）

　　（例　○○税務署　　　　２部）
記

東京都○○区○○町○○番○号　←　規約の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　○　○　厚生年金基金　（規約に建物名等の記載が
（代表）清算人　○　○　○　○　　ない場合は記載しない）
※法人証明書〔提出部数　必要部数＋厚生局控１部〕

法人証明書
目　的　　○○○　のため　　←具体的に明記する
提出先　　○○○○　　　←１件ごとに作成（必要部数の記載不要）
（例　○○銀行○○支店）

記

東京都○○区○○町○○番○号　←　規約の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　○　○　厚生年金基金　　（規約に建物名等の記載が
　　　　　　　　　　（代表）清算人　○　○　○　○　　ない場合は記載しない）
上記の厚生年金基金は、基金解散認可後においても、公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第６３号。以下「平成２５年改正法」という。）第１条の規定による改正前の厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号。以下「改正前厚生年金保険法」という。）第１１１条第１項の規定により設立されたものに相違なく、平成２５年改正法附則第５条第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正前厚生年金保険法第１４６条の２に規定する法人であることを証明する。

令和　　年　　月　　日　←日付は入れない
関東信越厚生局長　　　　　

※印刷の際には、赤字部分を削除してください。


※存続厚生年金基金については１～２ページを、解散認可後の厚生年金基金については３～４ページをご使用ください。


※所在地は、規約のとおりに記載してください。（建物名等の記載の有無にご注意ください。）








